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事業評価書（事前・事後）
平成１５年８月

評価対象（事業名） 児童養護施設への被虐待児個別対応職員の配置の大幅な拡
充

担当部局・課 主管部局・課 雇用均等・児童家庭局 家庭福祉課
関係部局・課

１．事業の内容
( ) 関連する政策体系の施策目標1

番号

基本目標 ６ 男女がともに能力を発揮し、安心して子どもを産み育てることなど
を可能にする社会づくりを推進すること

施策目標 ６ 児童虐待や配偶者による暴力を防止すること
Ⅰ 児童虐待の発生件数を減少させること

( ) 事業の概要2
事業内容（新規・一部新規）
虐待を受けた児童に他の人との関係を再び良好にするためのケアや、どのように甘
えたらよいかわからないなど愛着障害を起こしている児童のケアを行っていくために
は個別の対応が必要であり、平成１４年度より定員５０人以上の児童養護施設に個別
対応職員を配置しているところである。
児童養護施設はもとより母子生活支援施設、情緒障害児短期治療施設、児童自立支
援施設においても虐待を受けた児童の入所が増加していることから、平成１６年度か
らは、これら全施設に個別対応職員を配置することにより、虐待を受けた児童のケア
の向上を図る。

（ ）予算概算要求額 単位：百万円
Ｈ１２ Ｈ１３ Ｈ１４ Ｈ１５ Ｈ１６
－ ２７７ ７３６ ７５０ 予算調整中

( ) 問題分析3
①現状分析
児童養護施設等の入所児童に占める虐待を受けた児童の割合は約半数となってい
る。

52.2%・ 児童養護施設 平成１４年度
59.7%・ 児童自立支援施設 平成１２年度
41.8%・ 母子生活支援施設 平成１３年度
64.3%・ 情緒障害児短期治療施設 平成１４年度

②問題点
虐待を受けた児童は （１）大人への安心感、安全感の形成が欠如 （２）子どもら、 、
しい感情表現が困難 （３）他者との信頼関係の構築が困難などの傾向が強いので、、
施設内でのケアが困難な状況になってきている。
③問題分析
虐待を受けた児童は、情緒面で未成熟であったり、人間関係の構築が苦手なことか
ら、集団生活になかなか慣れない等の傾向があるため、集団的なケアを基礎とする施
設内で問題行動を起こしている。
④事業の必要性
虐待を受けた児童は、大人に対する不信感等があり、集団での生活になじめない等



の傾向があるため、施設に個別対応職員を配置し、個別対応職員との個別的な関わり
、 。を通じての情緒の安定等を図り 集団生活へ適応していくようにしていく必要がある

( ) 事業の目標4
目標達成年度
政策効果が発現する時期
アウトプット指標 Ｈ１６ Ｈ１７ Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０ 目標値基準値/

（説明）被虐待児個別対応職員の配置か （モニタリングの方法）
所数 都道府県等から報告

２．評 価
( ) 必要性1

その他公益性の有無（主に官民の役割分担の観点から） 有 無
（理由）虐待を受けた児童等へのケアは、喫緊の課題であり、児童の健全育成の観点
から国・地方公共団体で率先して行う必要がある。

その他国で行う必要性の有無（主に国と地方の役割分担の観点から） 有 無
（理由）虐待を受けた児童等へのケアは、全国的に取り組む必要があり、そのため国
が誘導していく形で行う必要がある。

民営化や外部委託の可否 可 否
（理由）公立の施設だけではなく、社会福祉法人が経営する施設についても施策・負
担の対象としているという意味においては、民営化可。
緊要性の有無 有 無
（理由） 児童養護施設等への虐待を受けた児童の入所が年々増加しているため、緊
急に対応することが必要である。

( ) 有効性2
政策効果が発現する経路
児童養護施設等の集団処遇では対処しきれない虐待を受けた児童が増加しており、
１対１での対応等を行う必要があることから、個別対応職員を配置し、児童への個別
的なケアを実施し、児童の健全な育成を図る。

これまで達成された効果、今後見込まれる効果
個別対応職員を配置し、虐待を受けた児童への個別面接、生活場面での１対１の対
応、保護者への援助、里親への照会などを行うことにより、児童が他者との良好な関
係を築くことができるようにすることが期待される。
政策の有効性の評価に特に留意が必要な事項
虐待を受けた児童は、大人への不信感等が強いため、他者と良好な関係を築くこと
ができるようになるまで、長期化する場合もある。

( ) 効率性3
手段の適正性
児童への１対１の面接、生活場面での１対１の対応などにより、個別対応職員と児
童との関係が良好になることにより、次第に他の人に対しての関係が良好になってい
く。



費用と効果の関係に関する評価
職員配置を厚くすることになるが、より個別的なケアが確保されることになり、入
所児童の健全な育成につながる。

他の類似事業（他省庁分を含む）がある場合の重複の有無 有 無

( ) その他4

３．特記事項

①学識経験を有する者の知見の活用に関する事項
社会保障審議会児童部会の児童虐待の防止等に関する専門委員会報告書（平成１６
年６月１８日）において 「児童福祉施設にケア担当職員の増員が必要である 」とさ、 。
れている。

②各種政府決定との関係及び遵守状況
なし

③総務省による行政評価・監視等の状況
なし

④国会による決議等の状況（警告決議、付帯決議等）
平成１５年６月１６日参議院の児童虐待の防止に関する決議において 「一時保護、
所や児童養護施設等における居住性の向上、被虐待児への個別対応を図るため、これ
らの施設の充実、関係職員の資質の向上及び増員に努めること 」とされている。。

⑤会計検査院による指摘
なし


